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既存の交通ネットワークの機能向上
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地域交通を取り巻く環境～高齢者の不安

○高齢者の免許非保有者、免許返納の数は、近年大幅に増加。

○高齢者を中心に、公共交通がなくなると生活できなくなるのではないか、という声が大きい。
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（万） 現居住地に対する将来の不安は、公共交通の減

※国土交通省国民意識調査（平成30年度国土交通白書用）
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免許返納は年々増加
（運転経歴証明書交付件数の年別推移）

高齢者の免許非保有者数は10年で100万人増
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• 地域公共交通の輸送人員は軒並み大幅な下落傾向にあり、全国の7割の事業者が赤字。

• 特に地方部のバス事業の収支率は、低い水準。また、低賃金、長時間労働などにより、
自動車運転者を志望する人が減り、人手不足が深刻化。

バスの輸送人員の減少

自動車運転事業の人手不足
他産業に比べ低い事業収支率

（H28、補助前）

バス事業者の赤字割合

96.5%
103.1%

地方路線バス
87.4%

100.9%

124.9%

93.9%
105.2%

98.9%
103.3%

地方部の公共交通分野の課題
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公共交通、本当に便利ですか？

時刻表、運賃、支払い（現金）、乗換、行先表示…

モードにより、すべてがバラバラ… ≠ 「A Service」
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＜主な内容＞
○ ノンステップバスの導入、鉄道駅における点

状ブロックの整備
○ 地域鉄道の安全性向上設備の更新

地域公共交通特定事業（国土交通大臣が認定・届出受理）

LRTの整備 BRTの整備
海上運送

サービス改善
鉄道の

上下分離

廃止届出が
なされた

鉄道の維持

公共交通網の
再構築

公共交通の維持・見直しのための制度

地域公共交通活性化再生法

基本方針 （国土交通大臣・総務大臣が策定）

＜目標＞
⚫本格的な人口減少社会における地域社会の活力の維持・向上

地域公共交通網形成計画（地方公共団体が策定）

法律の特例措置・重点的な支援により計画の実現を後押し

⚫地方公共団体（都道府県・市町村）・交通事業者・道路管理者・利用
者・学識者等から構成される協議会で合意形成

⚫まちづくりと連携しつつ、地域
に最適な交通ネットワークを検討

地域公共交通確保
維持改善事業

＜主な内容＞
○ 地域公共交通網形成計画等の策定
○ 地域公共交通網形成計画等に基づく
利用促進・事業評価

○ 移動等円滑化促進方針の策定

＜主な内容＞
○ 幹線バス交通の運行
○ 過疎地域におけるコミュニティバス、

デマンドタクシー等の運行
○ 離島航路・航空路の運航

生活交通の確保維持

快適性、安全性の向上

計画策定等の後押し

（令和元年度予算額 220億円）
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法定計画の策定状況
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再編実施計画について、
・既に認定を受けた団体：赤
・策定意向のある団体 ：黄

○ 改正地域公共交通活性化再生法の施行（2014年11月）以降2019年5月末までに、
515件の網形成計画が策定され、33件の再編実施計画が国土交通大臣により認定。

北海道 函館市 宮城県 大崎市 栃木県 真岡市 新潟県 柏崎市 岐阜県 岐阜市 三重県 津市 島根県 高知県 高知市 熊本県 熊本市・嘉島町

深川市 栗原市 大田原市 佐渡市 高山市 四日市市 宿毛市 八代市

岩見沢市 石巻市 鹿沼市 上越市 恵那市・中津川市 伊勢市 南国市 水俣市

千歳市 白石市 日光市 魚沼市 羽島市 松阪市 江津市 土佐清水市 合志市

釧路市 気仙沼市 宇都宮市・芳賀町 長岡市 美濃加茂市 伊賀市 松江市 四万十市 人吉市

美唄市 東松島市 佐野市 阿賀野市 土岐市 名張市 大田市 荒尾市

帯広市 山元町 那須塩原市 糸魚川市 各務原市 尾鷲市 邑南町 上天草市

紋別市 松島町 新発田市 関市 鳥羽市 天草市

江別市 利府町 見附市 多治見市 亀山市 宇城市

北広島市 南三陸町 栃木市 三条市 飛驒市 紀北町 山鹿市

旭川市 女川町 塩谷町 燕市・弥彦村 海津市 和歌山県 橋本市 大津町

士別市 山形県 山形市 益子町 阿賀町 山県市 和歌山市 美里町

石狩市 酒田市 那須町 富山県 高岡市 紀の川市 岡山県 井原市 和水町

稚内市 鶴岡市 茂木町 黒部市 京都府 木津川市 高梁市 芦北町

室蘭市 上三川町 富山市 福知山市 瀬戸内市 田野町 山都町

小樽市 市貝町 魚津市 郡上市 玉野市 佐川町 水上村

名寄市 新庄市 群馬県 太田市 小矢部市 中津川市 倉敷市 津野町

岩内町 小国町 前橋市 下呂市 津山市 中土佐町

白糠町 福島県 埼玉県 熊谷市 白川町・東白川村 真庭市 本山町

白老町 春日部市 静岡県 下田市 赤磐市 安田町

仁木町 上尾市 滑川市 伊豆市 久米南町 徳島県 小松島市

安平町 越谷市 南砺市 御殿場市 亀岡市 吉備中央町 阿波市

斜里町 入間市 石川県 七尾市 久御山町 和気町 つるぎ町 大分県

音更町 草加市 津幡町 福岡県 福岡市

当別町 福島市 三郷市 志賀町 北九州市

厚岸町 会津若松市 飯能市 長野県 松本市・山形村 湖西市 広島県 三原市 久留米市

釧路町 郡山市 深谷市 藤枝市 三次市 中間市

せたな町 伊達市 ときがわ町 掛川市 兵庫県 豊岡市 広島市 筑紫野市

月形町 南相馬市 小川町 姫路市 東広島市 行橋市

青森県 青森県 喜多方市 鳩山町 神戸市 廿日市市 朝倉市

八戸市 白河市 吉見町 加古川市 江田島市 豊前市 別府市

弘前市 須賀川市 寄居町 上田市 焼津市 加東市 尾道市 飯塚市 大分市

三沢市 棚倉町 川島町 佐久市 牧之原市 たつの市 安芸高田市 糸島市 杵築市

五所川原市 石川町 東秩父村 小諸市 三島市 小野市 大竹市 嘉麻市 中津市

青森市 楢葉町 千葉県 東金市 駒ヶ根市 裾野市 三木市・小野市・神戸市 府中市 宗像市 臼杵市

塙町 鴨川市 長野市 静岡市 北広島町 柳川市 豊後大野市

会津美里町 君津市 安曇野市 伊東市 坂町 八女市 竹田市

十和田市 南会津町 八街市 千曲市 小山町 加西市 大崎上島町 みやま市 宇佐市

西郷村 南房総市 箕輪町 愛知県 豊橋市 西脇市 安芸太田町 大牟田市 日田市

茨城県 水戸市 佐倉市 信濃町 岡崎市 三田市 神石高原町 直方市 由布市

日立市 大網白里市 木曽町 一宮市 三木市 山口県 宇部市 岡垣町 九重町

鰺ヶ沢町 下妻市 白井市 立科町 豊川市 福崎町 周南市 久山町 玖珠町

七戸町 常陸太田市 旭市 中川村 日進市 滋賀県 光市 那珂川町 宮崎県

岩手県 岩手県 かすみがうら市 木更津市 高山村 田原市 長門市 芦屋町

八幡平市 神栖市 富津市 大桑村 弥富市 甲賀市 美祢市 遠賀町 えびの市

釜石市 行方市 市原市 白馬村 清須市 長浜市 山陽小野田市 築上町 都城市

宮古市 牛久市 柏市 福井県 長久手市 草津市 下松市 佐賀県 佐賀県 小林市

北上市 稲敷市 山武市 豊田市 大阪府 河内長野市 下関市 佐賀県・唐津市・玄海町 日南市

滝沢市 土浦市 長南町 蒲郡市 岸和田市 防府市 伊万里市 延岡市

花巻市 龍ケ崎市 大多喜町 東海市 貝塚市 山口市 鹿島市 門川町

大船渡市 潮来市 東京都 西尾市 和泉市 岩国市 小城市 鹿児島県 薩摩川内市

つくば市 新城市 寝屋川市 香川県 高松市 吉野ヶ里町 鹿屋市

鹿嶋市 多摩市 鯖江市 豊明市 太子町 小豆島町・土庄町 上峰町 日置市

桜川市 神奈川県 藤沢市 小牧市 奈良県 奈良県下全39市町村 愛媛県 愛媛県 太良町 姶良市

筑西市 海老名市 半田市 宇陀市 東温市 長崎県 佐世保市 南さつま市

高萩市 大和市 安城市 五條市 西予市 五島市 鹿児島市

陸前高田市 ひたちなか市 伊勢原市 大野市 知立市 天理市 大洲市 対馬市 霧島市

一関市 常陸大宮市 平塚市 東郷町 広陵町 新居浜市 大村市 奄美市

久慈市 つくばみらい市 真鶴町 豊山町 鳥取県 松山市 松浦市 志布志市

岩手町 守谷市 湯河原町 武豊町 愛南町 いちき串木野市

大槌町 古河市 山梨県 甲州市 南知多町 鬼北町 和泊町・知名町

矢巾町 石岡市 北杜市 東浦町 壱岐市 さつま町

山田町 五霞町 上野原市 飛島村 平戸市 南城市

秋田県 秋田市 城里町 甲府市 新上五島町 沖縄市

湯沢市 大子町

鹿角市 東海村

由利本荘市

大仙市

仙北市

にかほ市

北秋田市

潟上市

大館市

男鹿市

横手市

能代市

五城目町

藤里町

美郷町

沖縄県

設楽町・東栄町・
豊根村 鳥取県・鳥取市・岩美町・

若桜町・智頭町・八頭町

鳥取県・倉吉市・琴浦町、
北栄町、湯梨浜町、三朝
町

五城目町、八郎潟町、大
潟村

福井市・鯖江市・越前市・越

前町
（福井鉄道沿線地域）

東京都・中央区・港区・江
東区

宮古市、久慈市、野田村、
普代村、田野畑村、岩泉
町、山田町、大槌町、釜石
市、大船渡市、洋野町、陸
前高田市

福井市・鯖江市・越前市・
越前町・池田町・南越前町

鳥取県・米子市・境港市・
日吉津村・大山町・南部
町・伯耆町・日南町・日野
町・江府町

長崎県・諫早市・雲仙市・
島原市・南島原市

むつ市、大間町、東通村、風

間浦村、佐井村

洲本市、淡路市、南あわじ
市

八戸市、三戸町、五戸町、田

子町、南部町、階上町、新郷
村、おいらせ町

彦根市・愛荘町・豊郷町・
甲良町・多賀町

宮崎県・日向市・門川町・美
郷町・諸塚村・椎葉村

福井市・大野市・勝山市・あ

わら市・坂井市・永平寺町
（えちぜん鉄道沿線地域）

笠岡市（岡山県）
福山市（広島県） 大分県・竹田市・豊後大野

市・臼杵市

飯田市・松川町・高森町・
阿南町・阿智村・平谷村・
根羽村・下條村・売木村・
天龍村・泰阜村・喬木村・
豊丘村・大鹿村

大分県・佐伯市・津久見市

静岡県・沼津市・熱海市・三
島市・伊東市・伊豆の国市・
函南町・東伊豆町・河津町

大分県・大分市・別府市・
由布市

長井市・南陽市・川西町・
白鷹町 京都府・綾部市・南丹市・

京丹波町
（JR山陰本線沿線）

人吉市・錦町・多良木町・
湯前町・水上村・相良村・
五木村・山江村・球磨村・
あさぎり町

高岡市・氷見市・砺波市・南
砺市
（城端・氷見線沿線地域）福島県・田村市・南相馬市・

川俣町・広野町・楢葉町・富

岡町・川内村・大熊町・双葉
町・浪江町・葛尾村・飯館村・
福島市・郡山市・いわき市・

相馬市

京都府・笠置町・和束町・
南山城村
（JR関西本線沿線）

熊本県・南阿蘇村・高森町

静岡県・沼津市（戸田地区）・

下田市・伊豆市・南伊豆市・
松崎町・西伊豆町

大分県・中津市・宇佐市・
豊後高田市

京都府・兵庫県・福知山市・舞鶴市・宮津
市・京丹後市・伊根町・与謝野町・豊岡市

（北タンゴ鉄道沿線地域）

島根県・松江市・
出雲市
（一畑電車沿線地域）

高知県東部広域地域公共
交通協議会（室戸市・安芸
市・南国市・香南市・東洋
町・奈半利町・田野町・安
田町・北川村・馬路村・芸
西村）

那須塩原市、大田原市、
那須町、那珂川町 島根県、江津市、川本町、美郷町、邑

南町、広島県、三次市、安芸高田市
（三江線沿線地域）

高知県嶺北地域公共交通協

議会（本山町・大豊町・土佐
町・大川村）

大垣市・桑名市・海津市・養
老町・神戸町・揖斐川町・池
田町

（養老線沿線地域）

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000055.html



法定計画策定地域における施策の状況

網形成計画策定件数 433

事業者が単独の地域
（コミュニティバスのみの地域も含む）

167（38.6%）

事業者が複数の地域 266（61.4%）

網形成計画記載事業の実施状況

事業者が単独 事業者が複数

実施率
実現済／計画

記載
実施率

実現済／計画
記載

路線再編（例：ハブ＆スポーク化、重複路線整理） 59% 65/111 44％ 78/179

共通運賃（例：一定区域内における統一運賃） － － 39％ 11/28

ダイヤ調整（例：競合路線における等間隔運行） － － 52％ 85/162

共通定期券（例：一定区域内における複数事業者の
定期券共通化）

－ － 38％ 9/24

運賃プール（複数事業者間での収益の再配分） － － 0％ 0/3

○ 地域公共交通網形成計画策定地域において、複数事業者が存在する地域は約4割。

○ 関係者間での合意が形成されているにもかかわらず、計画区域内の事業者が複数存在する地域では、施
策の実施がなかなか進まない状況。

法定計画策定地域における公共交通事業者数（H30.10末時点）

計画に盛り込まれた施策の実現状況
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事業者間連携による利便性向上策と実現のための課題

10

○たとえば、周辺地域から発し、中心部で集中する
路線をハブ・アンド・スポーク型に再編。

○地域内の運行の効率化と中心部の多頻度化の両
者を同時に実現できるが、運行回数を減らすとカル
テルとみなされるおそれ。

○事業者の収入にばらつきが生じ、調整が難航する
ケースも。

○一定の時間に集中するバス運行の無駄を排除。
○運行本数が減らしても等間隔運行により利便性

が向上する場合もあるが、独禁法上カルテルとみな
されるおそれ。

○事業者の収入にばらつきが生じ、調整が難航する
ケースも。

ダイヤ（運行間隔）調整

運行取りやめ

ネットワーク再編

場合によっては
軌道を活用



運賃・料金、ダイヤ、路線に係る連携・協働のレベル

レベル１

レベル２

レベル３

運賃・料金の取組 路線の取組ダイヤの取組

・一の事業者の路線の見直し・一の事業者のダイヤの見直し・一の事業者の運賃・料金
の見直し

・複数事業者による、乗車
実績により収入の精算が行
われる「共通運賃」、「共通
乗車券」など

・複数事業者による協議の
上での「ハブ・アンド・スポー
ク型」ネットワークなど、路線
の減少等を伴うネットワー
クの再編

・複数事業者による協議の
上での「等間隔運行」、「パ
ターンダイヤ」など、便数の
減少等を伴うダイヤの設
定

・複数事業者による協議
の上での「ゾーン内定額
制乗り放題運賃」、「通
し運賃」など、運賃に関
する調整

・複数事業者による、便数の
減少等を伴わない単純なダ
イヤの調整

・複数事業者による、協議、
路線の減少等を伴わない単
純な路線の調整

独占禁止法のカルテル規制に抵触するおそれ

11



競争政策に関する政府の検討

○地域の基盤となる企業の経営が厳しくなる中で、独占禁止法の適用のあり方につ
いて議論が活発に。

○このため、安倍総理を議長とする未来投資会議において、地方銀行の再編とあわ
せ、競争政策の見直しに向けた議論が開始された。

⚫地方銀行や乗合バス等は、地域住民に不可欠なサービスを提供して
おり、サービスの維持は国民的課題。

⚫地方銀行や乗合バス等が経営統合等を検討する場合に、それを可能
とする制度を作るか、または予測可能性をもって判断できるよう、
透明なルールを整備することを検討したい。

⚫専門家を含めてしっかりと検討を行い、本会議に報告いただき、結
論を来年夏までに決定する実行計画に盛り込んでいく。

安倍総理の総括コメント（2018年11月6日）

12



成長戦略実行計画（2019年6月21日閣議決定）（抄）

①乗合バス（及び乗合バスと競合する地域交通機関）

（略）（地域公共交通活性化再生法の）協議会等の枠組みに基づく、乗合バス事
業者の路線、運行間隔、運賃等についての共同経営等の独占禁止法の適用除外を図
り、事業者や地域にとって明確な枠組みを整備する必要がある。

具体的には、
（a）バス事業者等の間で運賃プールなど共同経営等を認めることにより、低需

要地区をはじめバスネットワークを維持すること、
（b）このため、低需要地区をはじめバスネットワークのサービス維持を共同経

営等の認可の条件とし、認可後に条件が満たされない場合、共同経営等の認
可取消し等を可能とすること、

（c）関係事業者側にとって、これらのルールの予見可能性が確保されているこ
と、が必要である。

（略）その上で、対象とすべき区域、地域全体の利便性維持・向上の計画、確保
すべきサービス内容の目標を複数の事業者間で設定することにより、多様な地域の
実情に応じて、地域住民の利便性が確保される制度とする。

13

⇒次期通常国会で特例法提出へ



MaaSを考える

14



15

Mobility as A Service

「移動が一つのサービスとして」

ＭａａＳとは？
マース



「Ｗｈｉｍ」の出現

スマートフォンアプリ「Whim」
（フィンランドMaaS Global社HPより）

2014年、ヘルシンキ市において域内の
自家用車を2025年までにゼロにする
ロードマップが示された。
⇒2016年、様々な公共交通を一括で
検索・予約・決済できるアプリ
「Whim」がスタート

16



「Whim」の主な特徴

「利用者中心」

①「選べる」モード＝マルチモード
（鉄道、トラム、バス、タクシー、レンタカー、徒歩…）

②検索・予約・決済

③定額制

④事前決済・キャッシュレス

17

Whimで提供されている料金プラン
（MaaS Global社HPより）



○都市・交通政策との整合化

○多様なモード間の交通結節
点の整備（拠点形成）

○新型輸送サービスに対応し
た走行空間の整備（ネット
ワーク形成）

○まちづくり計画への移動
データの活用

まちづくり・
インフラ整備との連携

「日本版MaaS」の実現に向けて（新モビリティサービス懇談会中間とりまとめ概要）

○連携データの範囲及びルー
ルの整備

○データ形式の標準化

○API仕様の標準化・設定

○データプラットフォームの実
現

○災害時の情報提供等データ
の公益的利用

事業者間の
データ連携

○サブスクリプション（定額制）

○事前確定運賃

○ダイナミックプライシング

○現時点のMaaSに関する法
制上の整理

○MaaSの展開を見据えた制
度のあり方の検討

○決済について

運賃・料金の柔軟化、
キャッシュレス化

その他の取組

○ 新型輸送サービスの推進

○競争政策
の見直し

○人材育成 ○国際協調

新型輸送サービスの推進

○実証実験

「大都市」「大都市近郊」「地方都市」「地方郊外・過疎地」「観光地」の類型ごとに推進
18

○自動運転によるサービスの
提供の拡大

ＡＰＩ：他のシステムの機能やデータを安全に利用
するための接続方式



「日本版MaaS」とは？ ～アプリだけではない、３つの特徴～

『ユニバーサルなMaaS』
⇒ MaaS相互の連携、door to doorのシームレスな

移動を実現する

『高付加価値なMaaS』
⇒ 移動と移動以外のサービス連携を実現する

『交通結節点の整備等まちづくりと連携したMaaS』
⇒ ハード・ソフト一体で考える

19



「日本版MaaS」の実現に向けて（モビリティサービス懇談会中間とりまとめ概要）

20

１．データ連携の環境整備を進める。

２．制度を見直す。

３．駅から駅ではなく、「door to door」で考える。

４．交通結節点、道路も見直す。

５．地域ごとにビジネスモデルを考える。

その他…人も育てる。ガラパゴス化しない。



「商品」の情報入手先
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高速バス

路線バス

長距離の鉄道

近距離の鉄道

公共交通を利用する際に使用する「ツール」（内閣府H28調査）

経路検索サービス 駅、バス停の経路図・時刻表 チラシ・パンフレット 直接の問合せ 事業者HP 市販の時刻表

%

%

%

%

経路検索サービス

出典：内閣府大臣官房政府広報室「公共交通に関する世論調査」（世論調査報告書、平成28年12月）

駅、バス停の
経路図・時刻表

（単位：％）

チラシ・パンフ

直接の問合せ

○全国民のインターネット利用率は80.9％（H29)。80歳以上でも20.1%が利用。
○公共交通を利用する際は、経路検索サービスを活用することが主流に。



交通事業者のデータ連携を可能とするために

22

①時刻表や運賃（静的データ）、運行情報（動的データ）に関するデータ

検索アプリへの
データ提供

会社内の

システム化

検索アプリに
対応した
データ形式
への変換

GTFS.JP（静的データ）
GTFS.REALTIME（動的データ） を標準フォーマットに

②予約や決済に関するデータ

自社アプリや
検索アプリ
との連携

会社内の

システム化

外部との
データ交換を行う

APIの整備

アーキテクチャを検討し、APIの標準的な仕様・ルールの整備へ
（今年度事業）

MaaS

アプリ
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制度を見直す…まずは運賃から

１．事前に確定できるように
⇒タクシーでも実現する

２．サブスクリプション（定額制）
⇒まずは「旅行業」の登録を

３．ダイナミックプライシングについては…？
⇒「安くする」…割引制度を活用
⇒「高くする」…？

◎それ以外にも見直すべき点があれば柔軟に検討
◎規制の必要があるかどうかは慎重に判断



「真のシームレス」へ…交通結節点や道路を見直す

24

MaaSを意識した交通結節点 自動運転を視野に入れた走行空間

MaaSで得られたデータの活用

道路整備
都市計画

移動経路
移動時間・手段



新型輸送サービスの
導入に向けて

25



ファーストマイル・ラストマイルを担う「新型輸送サービス」

自動運転による
交通サービス

• 運転者不足への対
応も含め、自動運転
の地域交通への導入
が期待されている

グリーンスローモビリティ

• 高齢化が進む地方
部や観光地での活
用が期待

オンデマンド交通

• 都市部の交通空白
地域や観光地での
活用が期待

超小型モビリティ

• 狭い路地の多い大都
市の密集地域や観
光地の移動に適合

提供：NTTドコモ

26

○真の「ドアトゥードア」を実現できる様々なモードが登場
⇒シェアサイクル、カーシェア、オンデマンド交通、超小型モビリティ、グリーンスローモビリティ等

○自動運転が実現すれば、さらに利便性の高いネットワークに。

提供：中津川市役所 柘植氏



⚫ 配車アプリを活用し、相乗りによる
割安な運賃やキャッシュレス化等
により利用しやすい運賃・サービス
を提供。

⚫ 全国のタクシー事業者を対象
とする。

⚫ 利用しやすいタクシーの運賃・
サービスの導入が必要。

⚫ 空いた座席の活用やルートの
最適化などタクシー事業の
生産性向上が必要。

＜施策の方向性＞＜目指すべき姿＞＜課題＞

⚫ 相乗りタクシーを実施する
場合のルールを整備。

⚫ 住民の生活交通＋観光客の
二次交通に対応。

⚫ 周辺自治体との連携。
⚫ 自動車運送事業者のノウハウを

活用し、より安全・安心な移動
を提供。

⚫ 円滑な合意形成。

自家用有償旅客運送の実施の円滑化

⚫ 移動実態を踏まえたネット
ワーク形成が必要。

⚫ 観光客への二次交通の
対応も必要。

＜施策の方向性＞＜目指すべき姿＞＜課題＞

⚫ 観光客も輸送対象として位置
付け。

⚫ 市町村の区域を越えた広域的
な取組を促進する枠組みを
構築。

⚫ 自動車運送事業者のノウハウを
活用しやすくするための仕組みを
構築。

タクシーの相乗り導入

サービスの革新に向けた取組 ※昨年１１月の「経済政策の方向性に関する中間整理」を踏まえ検討中のもの
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全国で展開されるグリーンスローモビリティ

大分県姫島村

京都府和束町

東京都豊島区
（池袋）

京都府伊根町

石川県輪島市

富山県黒部市宇奈月温泉

青森県十和田市
奥入瀬渓流

島根県松江市

群馬県
桐生市

静岡県沼津市

京都府京都市

福島県
いわき市

岡山県備前市

東京都
利島村

神奈川県横浜市

大分県大分市

広島県福山市

28



今年度の展開
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国交省の新事業

新モビリティサービス実証実験の支援 オープンデータ実証事業

地方都市、過疎地、観
光地などにおけるMaaS
のモデル構築、実証実験
を支援。
マルチモード、他産業との
連携も実現（19地域）

多様な地域での実証実験の支援 × オープンデータ

都市部・地方部における新たなモビリティサービスの創出

共通基盤の構築実現に向けた検討

新モビリティサービス実証実験の支援やオープンデータ実証事業の成果を踏まえつつ、事業者間のデータ連
携にむけた環境を整備

民間の主体的なオープンデータ化の推進に向けた
実証実験を実施

令和元年度予算：3.1億円
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○新たなモビリティサービスの導入に向けた地域・事業者の挑戦を経産省・国交省連携で総合
的に支援⇒「スマートモビリティチャレンジ」を今春からスタート

「スマートモビリティチャレンジ推進協議会」
情報共有、地域・事業者マッチング、成果共有、課題抽出等

民間事業者 地方自治体

経済産業省
パイロット地域

分析事業

国土交通省
新モビリティサービス

推進事業

協議会会員

ニーズに
応じた支援

フィールド提供、
データ共有、
成果報告

情報提供・
マッチング促進

成果共有・
課題抽出
への参画

先駆的な取り組みをサポート

大学・
研究機関等

31

経産省と連携～スマートモビリティチャレンジ



導入目的

実現イメー
ジ（例）

地域課題

地域特性

（１）大都市型

• 全ての人にとっての移動利便
性の向上

• 日常的な混雑の緩和

〇MaaS

• MaaS相互間の連携

• 多様なモード間の交通結節
点の整備

• ユニバーサルデザインへの配慮

• 多言語での情報提供など

〇新型輸送サービス

• 相乗りタクシー、超小型モビリ
ティ、シェアサイクルなど

• 移動ニーズの多様化への対
応

• 潜在需要の掘り起こし

• 日常的な渋滞や混雑

• 人口：大

• 人口密度：高

• 交通体系：鉄道主体

（２）大都市近郊型

• ファースト／ラストマイルサー
ビスの充実

• 特定条件下での局所的な
混雑の解消

〇MaaS

• 大都市MaaSとの連携

• 基幹交通とファースト／ラスト
マイル交通の統合

• 生活サービスとの連携

• 多様な決済・乗車確認手段
の提供など

〇新型輸送サービス

• カーシェア、オンデマンド交通、
将来的な自動運転サービス
など

• ファースト／ラストマイル交通
手段の不足

• イベントや天候等による局所
的な混雑

• 人口：大

• 人口密度：高

• 交通体系：鉄道／自動車

（５）観光地型

• 観光客の回遊性の向上

• 訪日外国人の観光体験の
拡大・向上

〇MaaS

• 空港アクセス交通、都市間
幹線交通含むMaaSとの連
携

• 手荷物配送サービスとの統合

• 観光サービスとの連携など

〇新型輸送サービス

• オンデマンド交通、グリーンスロ
ーモビリティなど

• 地方部における二次交通の
不足、観光交通の実現

• 急増する訪日外国人の移動
円滑化

• 多様化する観光ニーズへのき
め細やかな対応

• 人口：－

• 人口密度：－

• 交通体系：－

（３）地方都市型

• 地域活性化に向けた生活交
通の利便性向上

• 域内の回遊性の向上

〇MaaS

• 他地域MaaSとの連携

• 新たな乗換拠点の創出

• 複数交通モードでの定額制
サービス

• 生活サービスとの連携

• 多様な決済・乗車確認手段
の提供など

〇新型輸送サービス

オンデマンド交通、カーシェアな
ど

• 自家用車への依存

• 公共交通の利便性・事業採
算性の低下

• 運転免許返納後の高齢者、
自家用車非保有者の移動
手段不足

• 人口：中

• 人口密度：中

• 交通体系：自動車主体

• 生活交通の確保・維持

• 交通空白地での交通網・物
流網の確保

〇MaaS

• 近隣MaaS等との連携

• 地域内の様々な輸送資源の
統合

• 生活サービスとの連携など

〇新型輸送サービス

• 過疎地域における貨客混載
、道の駅等の小さな拠点を核
とした自動運転サービスなど

• 自家用車への依存

• 地域交通の衰退

• 交通空白地帯の拡大

• 運転免許返納後の高齢者、
自家用車非保有者の移動
手段不足の深刻化

• 人口：低

• 人口密度：低

• 交通体系：自動車主体

（４）地方郊外・過疎地型

今後の取組
の方向性

• 多様な事業者間のデータ連
携の実現

• 持続可能な社会を目指す都
市・交通政策との整合化

• 持続可能な社会を目指す都
市・交通政策との整合化

• 事業者間の持続的な連携・
協働

• 各地域のMaaSの相互運用
性の実現

• 持続可能な社会を目指す都
市・交通政策との整合化

• 交通事業者同士の連携・協
働

• 住民視点での持続可能なサ
ービスの実現

• 持続可能な社会を目指す都
市・交通政策との整合化
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地域の特性を踏まえたMaaSを



地域の特性を踏まえたMaaSを
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大都市 大都市郊外 地方都市 過疎地

人口
人口密度

自家用車
依存度

行政の
関与

ルール整備
（標準化など）

財政支援
ノウハウ提供・事業化支援

求められる
機能

事業者間
連携

輸送サービス充実
サブスクリプション

観光地

デジタル
フリーパス

他分野連携

輸送サービス
充実



新モビリティサービス推進事業 先行モデル19事業

島根県大田市
（大田市、石見交通、バイタルリード）

タクシー、定額制、貨客混載

ひがし北海道エリア
（釧路・オホーツク地域自治体、JR北海道、WILLER）

レストランバス、定額制、観光施設連携

☆神奈川県川崎市・箱根町
（川崎市・箱根町、小田急電鉄、小田急グループ）

ケーブルカー、定額制、観光施設連携

：大都市近郊型・地方都市型（６事業） ：地方郊外・過疎地型（５事業） ：観光地型（８事業）

※静岡県静岡市
（静岡市、静岡鉄道、未来シェア）

AI相乗りタクシー、事前確定運賃、
道路交通情報（ETC2.0）

三重県志摩地域
（志摩市、近鉄グループ、名古屋大学）

マリンタクシー、定額制、観光施設

沖縄県八重山地域
（石垣市・竹富町、八重山観光フェリー、TIS）

フェリー、定額制、観光施設連携

※：経済産業省パイロット地域分析事業案件★：スマートシティ先行モデルプロジェクト

兵庫県神戸市
（神戸市、みなと観光バス、日本総合研究所）

相乗りタクシー、QRコード決済

京丹後地域
（京都府、全丹バス、WILLER）

レンタサイクル、QRコード決済、
飲食店との連携

☆：スマートシティ重点事業化促進プロジェクト

※茨城県日立市
（日立市、みちのりHD、茨城大学）

自動運転BRT

瀬戸内エリア
（高松市、日新タクシー、scheme verge）

海上タクシー、変動料金制、
手荷物配送

福島県会津若松市
（会津若松市、会津乗合自動車、KCS ）

定額制、飲食店との連携

★茨城県つくば市
（茨城県、つくば市、関東鉄道、筑波大学）

顔認証、病院予約との連携

広島県庄原市
（庄原市、備北交通、ヴァル研究所）

グリーンスローモビリティ、定額制、
医療との連携

三重県菰野町
（菰野町、三重交通、名古屋大学）

ロープウェイ、定額制

※大津・比叡山
（大津市、京阪バス、日本ユニシス）

自動運転・ケーブルカー、
定額制、観光施設との連携

京都府南山城村
（京都府、南山城村、福祉協議会）

自家用有償運送、定額制

34

山陰エリア（島根・鳥取）
（山陰地域自治体、一畑電鉄、JTB）
超小型モビリティ、定額制、手荷物配送

★静岡県伊豆エリア
（伊豆地域自治体、東急・JR東日本、楽天）

AIオンデマンド、定額制、観光施設連携

☆ ※ 群馬県前橋市
（前橋市、上毛電鉄、NTTドコモ）

自動運転、定額制、バスロケ



過疎地におけるMaaSの挑戦（島根県大田市温泉津町）
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温泉津町井田地区

○過疎地における生活交通の確保策として、AIを活用した配車・予約制御システムを備えた

定額タクシーの実証実験を実施。コミュニティバスとも連携。

○運行状況確認、予約及び決済が可能なMaaSアプリを開発するとともに、貨客混載や生活

サービス等との連携の仕組みを構築。

【温泉津町井田地区の概要】
• 市の南西端に位置する集落。
• 人口563人（高齢化率53.6％、後期高齢者人口

割合30.9％、年少人口割合5.0％）
• 8:00～13:30は公共交通なし。



医療、大学との強力な連携（茨城県つくば市）
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○顔認証によるバスのキャッシュレス決済と病院受付・会計を連動。

○交通流データを筑波大学のデータプラットフォームで分析、人流予測等に活用。



地域交通のイノベーションに向けて
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+
新型輸送サービス

新たな
モビリティサービス

+

既存ネットワークの
機能向上

MaaS
マース



お知らせ
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公共交通政策部

交通計画課

交通支援課

総政参事官（総合交通）

物流審議官

物流政策課

国際物流課

地域振興室

交通政策課：部門とりまとめ

地域交通課：活性化再生法、サバイバル事業等

モビリティサービス推進課：MaaS等

公共交通・物流政策審議官

物流政策課：総合物流施策大綱、SIPスマート物流等

官房参事官（国際物流） ：国際物流

企画室：交通政策基本計画、交通政策白書等

物流効率化推進室：物流総合効率化法、ドローン物流等企画室

官房審議官

官房参事官（物流産
業）

官房参事官（物流産業） ：貨物利用運送事業、倉
庫業、災害物流等

R1.6.30まで R1.7.1から

○公共交通・物流政策審議官（局長級）の設置、６課体制に。
○公共交通政策部は廃止。


